
協議第１９号 

 

 

一般職の職員の身分の取扱いについて 

 

 

 

   平成１７年３月１２日提案 

 

笠間市・友部町・岩間町合併協議会 

会 長  磯  良 史 

 

 

調 整 方 針 （案） 

（１）３市町の一般職の職員は，すべて新市の職員として引継ぎ，職名，任用要件及び給与につい

ては，人事管理，職員の処遇及び給与の適正化の観点から調整し，統一を図るものとする。 

（２）職員数については，新市において定員適正化計画を策定し，定員管理の適正化に努めるもの

とする。 

 

 

   平成１７年３月１２日確認 

 

 



協議第１９号関連資料 

参 考（ 現 況 等 ） 

１ 職員の定数及び現員数                                     （単位：人 平成１６年４月１日現在） 

     笠間市 友部町 岩間町 計

部局名         定数 現数 定数 現数 定数 現数 定数 現数

市・町長の事務部局の職員         ２１５ ２１２ １９０ １８４ １２５ １１０ ５３０ ５０６

議会の事務部局の職員         ５ ５ ４ ３ ３ ３ １２ １１

教育委員会所管に属する職員         ６３ ６２ ７１ ５１ ３７ ２６ １７１ １３９

農業委員会の事務部局の職員         ３ ３ ３ ３ ４ ４ １０ １０

公平委員会の事務部局の職員 
３ 

（兼務）

３ 

（兼務）
    

３ 

（兼務）

３ 

（兼務） 

監査委員の事務部局の職員 
２ 

（内１人兼務）

２ 

（内１人兼務）
    

２ 

（内１人兼務）

２ 

（内１人兼務） 

選挙管理委員会の事務部局の職員 
２０ 

（兼務）

２０ 

（兼務）
    

２０ 

（兼務）

２０ 

（兼務） 

企業部局の職員 

（友部町は水道事業，岩間町は地方公営企業）
９        ９ １６ １１ １０ ６ ３５ ２６

友部町国保病院の職員         ４１ ２３ ４１ ２３

計 
３２０ 

（内２４人兼務）

３１６ 

（内２４人兼務）
３２５    ２７５ １７９ １４９

８２４ 

（内２４人兼務）

７４０ 

（内２４人兼務） 

＊現数には，他の地方公共団体及び公益法人等への派遣職員を含み，教育長及び他の地方公共団体からの派遣職員は含まない。 

 

 



参 考（ 現 況 等 ） 

２ 部門別職員数                                         （単位：人 平成１６年４月１日現在） 

    笠間市 友部町 岩間町 計 笠間市 友部町 岩間町 計

議 会           ５ ３ ３ １１ ６２ ５１ ２６ １３９

５９ ５６ ３７ １５２ 教育一般 ６ ７ ４ １７

総務一般          ３３ ３８ １８ ８９ 社会教育 １９ １８ ８ ４５

企画開発          ６ ４ ７ １７ 保健体育 ２２ ０ １０ ３２

総 務 

住民関連          ２０ １４ １２ ４６ 義務教育 ５ ２６ ４ ３５

税 務           １８ １６ １１ ４５

教育 

幼 稚 園 １０ ０ ０ １０

民 生        ４４ ２７ ８ ７９

特
別
行
政 

計 ６２ ５１ ２６ １３９

２３ １８ ９ ５０ 普通会計 計 ２６１ ２２３ １２３ ６０７

衛  生 １１ １８ ９ ３８ 病 院  ０ ２３ ０ ２３ 

公  害           ８ ０ ０ ８ 水 道 ９ １１ ６ ２６

衛 生 

環境保全           ４ ０ ０ ４ 下水道 ３ ７ １０ ２０

労 働            ０ ０ ０ ０

公
営
企
業
等 その他 １９ １１ １０ ４０

１８ １８ １１ ４７ 公営企業等会計 計 ３１ ５２ ２６ １０９

農  業       １８ １８ １０ ４６

 

合計 ２９２ ２７５ １４９ ７１６

農 林 

林  業     ０ ０ １ １

１０ ２ ３ １５

商  工     ４ １ １ ６

商 工 

観  光     ６ １ ２ ９

２２ ３２ １５ ６９

土  木     １２ ２２ １０ ４４

建  築     ４ ０ ０ ４

一
般
行
政 

土 木 

都市計画     ６ １０ ５ ２１

計 １９９ １７２ ９７ ４６８

 

 

 

         

       

          

     

     

  

＊下水道欄には，友部・笠間広域下水道組合派遣職員及び岩間町公共下

水道事業担当職員を含む。 



参 考（ 現 況 等 ） 

３ 給料 

     笠間市 友部町 岩間町

一般行政職    ８級制 ８級制 ８級制

技能労務職    ６級制 ６級制 ４級制

医療職（一）    ３級制

医療職（二）    ６級制

医療職（三）    ５級制

給料表 

教育職    ３級制

給料支給日 
    毎月２１日 毎月２１日 毎月２１日

大学卒 ２級２号給 １７０，７００円 ２級３号給 １７７，４００円 ２級２号給 １７０，７００円 

短大卒 １級５号給 １４８，５００円 １級６号給 １５４，３００円 １級５号給 １４８，５００円 

初任給 

（一般行政職）

高校卒 １級３号給 １３８，８００円 １級４号給 １４３，３００円 １級３号給 １３８，８００円 

平均給料月額    ３３９，８０４円 ３２５，１８４円 ３５３，１８７円

平均給与月額    ３６２，８５７円 ３５１，８１６円 ３７０，５３５円

職員１人あ 

たりの給与 

（一般行政職）

平均年齢    ４３歳 ３９歳 ４２．５歳

 



参 考（ 現 況 等 ） 

 

     笠間市 友部町 岩間町

１級    主事補，技師補 主事補，技師補，保育士 主事補

２級    主事，技師 主事，技師，保育士，保健師 主事

３級   困難な業務を処理する主事・技師・保

育士等 

主事，技師，保育士，保健師 主事

４級    主査，技査 主幹，技幹，保育士，保健師 主任

５級 １ 係長，主任保育士 

２ 困難な業務を処理する主査・技査

係長，主任，主幹，技幹，保育士 

保健師 

係長，主幹 

６級 １ 課長補佐 

２ 施設長，室長 

３ 主幹，技幹，困難な業務を処理す

る係長・主任保育士 

１ 農業委員会事務局長，保育所長，

中央公民館長，図書館長 

２ 課長補佐，次長，主査，技査 

３ 高度な知識を有する係長，主任，

主幹，技幹 

課長補佐，主査，副参事 

７級 １ 課長 

２ 副参事 

１ 課長，参事，議会事務局長，国保

病院事務局長 

２ 農業委員会事務局長，保育所長，

中央公民館長，図書館長 

３ 高度な知識を有する課長補佐・次

長，主査，技査 

課長，参事 

級別職務分類 

（一般行政職）

８級 １ 部長 

２ 参事 

１ 部長，町長公室長，教育次長 

２ 課長，参事，議会事務局長，国保

病院事務局長 

課長，参事 

 

 

 

 

 



参 考（ 現 況 等 ） 

５ 関係法令（抜粋） 

（１）地方公務員法 

  （一般職に属する地方公務員及び特別職に属する地方公務員） 

 第３条 地方公務員（地方公共団体及び特定地方独立行政法人（地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号）第２条第２項に規定する特

定地方独立行政法人をいう。以下同じ。）のすべての公務員をいう。以下同じ。）の職は，一般職と特別職とに分ける。 

２ 一般職は，特別職に属する職以外の一切の職とする。 

３ 特別職は，次に掲げる職とする。 

（１） 就任について公選又は地方公共団体の議会の選挙，議決若しくは同意によることを必要とする職 

（１）の２ 地方開発事業団の理事長，理事及び監事の職 

（１）の３ 地方公営企業の管理者及び企業団の企業長の職 

（２） 法令又は条例，地方公共団体の規則若しくは地方公共団体の機関の定める規程により設けられた委員及び委員会（審議会その他これに

準ずるものを含む。）の構成員の職で臨時又は非常勤のもの 

（２）の２ 都道府県労働委員会の委員の職で常勤のもの 

（３） 臨時又は非常勤の顧問，参与，調査員，嘱託員及びこれらの者に準ずる者の職 

（４） 地方公共団体の長，議会の議長その他地方公共団体の機関の長の秘書の職で条例で指定するもの 

（５） 非常勤の消防団員及び水防団員の職 

（６） 特定地方独立行政法人の役員 

（分限及び懲戒の基準） 

第２７条 すべて職員の分限及び懲戒については，公正でなければならない。２ 職員は，この法律で定める事由による場合でなければ，その

意に反して，降任され，若しくは免職されず，この法律又は条例で定める事由による場合でなければ，その意に反して，休職されず，又，条

例で定める事由による場合でなければ，その意に反して降給されることがない。 

３ 職員は，この法律で定める事由による場合でなければ，懲戒処分を受けることがない。 

（降任，免職，休職等） 

第２８条 職員が，左の各号の一に該当する場合においては，その意に反して，これを降任し，又は免職することができる。 

（１） 勤務実績が良くない場合 

（２） 心身の故障のため，職務の遂行に支障があり，又はこれに堪えない場合 

（３） 前２号に規定する場合の外，その職に必要な適格性を欠く場合 

（４） 職制若しくは定数の改廃又は予算の減少により廃職又は過員を生じた場合 

２ 職員が，上の各号の一に該当する場合においては，その意に反してこれを休職することができる。 



参 考（ 現 況 等 ） 

（１） 心身の故障のため，長期の休養を要する場合 

（２） 刑事事件に関し起訴された場合 

３ 職員の意に反する降任，免職，休職及び降給の手続及び効果は，法律に特別の定がある場合を除く外，条例で定めなければならない。 

４ 職員は，第１６条各号（第３号を除く。）の一に該当するに至つたときは，条例に特別の定がある場合を除く外，その職を失う。 

 

（２）市町村の合併の特例に関する法律 

（職員の身分取扱い） 

第９条 合併関係市町村は，その協議により，市町村の合併の際現にその職に在る合併関係市町村の一般職の職員が引き続き合併市町村の職員

としての身分を保有するように措置しなければならない。 

２ 合併市町村は，職員の任免，給与その他の身分取扱いに関しては，職員のすべてに通じて公正に処理しなければならない。 

 

６ 先進地事例 

合併（予定）年月日    新市町村名 合併関係市町村 協議の内容

平成１７年２月１日 
城 里 町 

(23,007 人) 

常 北 町 

桂   村 

七 会 村 

１ 常北町，桂村，七会村の一般職の職員は，すべて新町の職員として引き継

ぐものとする。 

２ 職員数については，新町において類似団体を参考にして，定員管理の適正

化に努めるものとする。 

３ 職員の職名及び任用要件については，人事管理及び職員の処遇の適正化の

観点から調整し，合併時までに統一を図るものとする。 

４ 給与については，職員の処遇及び給与の適正化の観点から調整し合併時ま

でに統一を図る。 

平成１７年３月２２日
坂 東 市 

(58,673 人) 

岩 井 市 

猿 島 町 

１市１町の一般職の職員は，すべて新市の職員として引き継ぐものとする。 

職員数については，新市において定員適正化計画を策定し，定員管理の適正化

に努めるものとする。 

職員の職名及び任用要件については，人事管理及び職員の処遇の適正化の観

点から調整し統一を図るものとする。 

給与については，職員の処遇及び給与の適正化の観点から調整し統一を図る

ものとする。 



参 考（ 現 況 等 ） 

 

合併（予定）年月日    新市町村名 合併関係市町村 協議の内容

平成１７年３月２２日
稲 敷 市 

(51,284 人) 

江 戸 崎 町 

新 利 根 町 

桜 川 村 

東   町 

１ 江戸崎町，新利根町，桜川村及び東町の一般職の職員は，新市の職員とし

て引き継ぐものとする。 

２ 職員数については，新市において定員適正化計画を策定し，定員管理の適

正化に努めるものとする。 

３ 職名については，合併時に調整し統一を図るものとする。 

４ 給与，任用，配置その他の身分の取扱いについては，調整し統一を図るも

のとする。 

平成１７年３月２８日
筑 西 市 

(116,120 人) 

下 館 市 

関 城 町 

明 野 町 

協 和 町 

１ ４市町の職員は，すべて新市の職員として引き継ぐものとする。 

２ 職員数については，新市において定員適正化計画を策定し，定員管理の適

正化に努めるものとする。 

３ 職員の職名及び任用要件については，人事管理及び職員の処遇の適正化の

観点から調整し，統一を図るものとする。 

４ 給与については，職員の処遇及び給与の適正化の観点から調整し，統一を

図る。 

平成１７年３月２８日
かすみがうら市 

（45,229 人） 

霞ヶ浦町 

千代田町 

１ 両町の一般職の職員は，すべて新市の職員として引き継ぐ。 

２ 職員数については，合併時までに定員適正化計画を策定し，定員管理の適

正化に努める。 

３ 職員の職名及び任用要件については，人事管理及び職員の適正化の観点か

ら調整し統一を図る。 

４ 給与については，職員の処遇及び給与の適正化の観点から調整し統一を図

る。 

 

 

 

 

 



 


